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平成 19 年 5 月 15 日 

 

各   位 

 

会 社 名：株 式 会 社 大   京 

代 表 者：代表執行役社長 田代 正明 

コ ード番号：8840   東証・大証第１部 

問い合わせ先：執行役グループ広報部長 落合 英治 

TEL 03-3475-3802 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

当社は、平成 19 年 5 月 15 日開催の取締役会において、「定款一部変更の件」を平成 19 年 6 月

26 日開催予定の定時株主総会に付議することを決議いたしましたので、下記のとおりお知らせい

たします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

変更の理由につきましては、次のとおりであります。 

（1）子会社との株式交換等に伴う新たな事業展開に備えるため、現行定款第 2条（目的）に

所要の変更を行うものであります。 

（2）第 3 種優先株式、第 5 種優先株式および第 6 種優先株式につきましては、平成 19 年 3

月 30 日付をもって当該株式を消却し、今後も当該内容の優先株式を発行する予定がな

いことから、該当する条文を削り、条文の繰り上げ等を行うものであります。 

 

 

２．変更の内容 

  変更の内容は、別紙のとおりであります。 

 

 

３．定款変更予定日 

平成 19 年 6 月 26 日（火曜日） 定時株主総会開催（予定） 
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別 紙 
（下線は変更部分を示しております） 

現行定款 変更案 
（目 的） 

第２条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

(１) 不動産の売買、仲介、賃貸、管理および鑑定その

他不動産に関する一切の業務 

(２) 住宅地等の開発、造成 

(３) 建築および土木工事の設計、施工、監理および請

負 

(４) ゴルフ場等のスポーツ施設およびレジャー施設の

経営ならびにクラブ会員権の売買 

(５) 不動産担保貸付その他金銭の貸付 

(６) 旅行業法に基づく旅行業 

(７) ホテル、レストランおよびスーパーマーケットの

経営 

(８) 倉庫業、貨物自動車運送事業、自動車運送取扱事

業および車輛整備業 

(９) 建物用機械設備の据付工事請負および保守管理 

 

 

(10) 家具、室内装飾品および住宅関連機器等の売買、

仲介、製造および加工 

(11) 損害保険代理業および自動車損害賠償保障法に基

づく保険の代理業ならびに生命保険の募集に関する

業務 

 

(12) 前各号に附帯または関連する一切の業務 

 

（目 的） 

第２条  当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

(１) 不動産の売買、仲介、賃貸、管理および鑑定その

他不動産に関する一切の業務 

(２) 住宅地等の開発、造成 

(３) 建築および土木工事の設計、施工、監理および請

負 

(４) ゴルフ場等のスポーツ施設およびレジャー施設の

経営ならびにクラブ会員権の売買 

(５) 不動産担保貸付その他金銭の貸付 

(６) 旅行業法に基づく旅行業 

(７) ホテル、レストランおよびスーパーマーケットの

経営 

(８) 倉庫業、貨物自動車運送事業、自動車運送取扱事

業および車輛整備業 

(９) 建物用機械設備の据付工事請負および保守管理 

(10) 立体駐車装置、設備等の設計、製作、据付および

保守管理 

(11) 家具、室内装飾品および住宅関連機器等の売買、

仲介、製造および加工 

(12) 損害保険代理業および自動車損害賠償保障法に基

づく保険の代理業ならびに生命保険の募集に関する

業務 

(13) 有価証券等の投資および売買 

(14) 前各号に附帯または関連する一切の業務 

 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、１３億４，１００

万株とし、このうち１１億９，１００万株は普通株

式、１，０００万株は第１種優先株式、１，５００

万株は第２種優先株式、２，５００万株は第３種優

先株式、２，５００万株は第４種優先株式、３，７

５０万株は第５種優先株式、３，７５０万株は第６

種優先株式とする。 
 

（発行可能株式総数） 

第６条  当会社の発行可能株式総数は、１２億４，１００

万株とし、このうち１１億９，１００万株は普通株

式、１，０００万株は第１種優先株式、１，５００

万株は第２種優先株式、２，５００万株は第４種優

先株式とする。 

 

（単元株式数および単元未満株券の不発行） 

第８条  当会社の普通株式ならびに第１種優先株式、第２

種優先株式、第３種優先株式、第４種優先株式、第

５種優先株式および第６種優先株式の単元株式数

は、１，０００株とする。 
２．（記載省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単元株式数および単元未満株券の不発行） 

第８条  当会社の普通株式ならびに第１種優先株式、第２

種優先株式および第４種優先株式の単元株式数は、

１，０００株とする。 

 
２．（現行どおり） 
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現行定款 変更案 
（第１種優先株式） 

第13条  当会社の発行する第１種優先株式の内容は、次の

とおりとする。 
（剰余金の配当） 

１ 当会社は、第４５条に定める毎年３月３１日を基準

日とする剰余金の配当（以下本章において「期末配当」

という。）を行うときは、第１種優先株式を有する株主

（以下「第１種優先株主」という。）または第１種優先

株式の登録株式質権者（以下「第１種優先登録株式質

権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

第１種優先株式１株につき、年４０円を上限として、

当該第１種優先株式発行に際し取締役会の決議で定め

る額の剰余金の配当（以下「第１種優先配当金」とい

う。）を行う。 
ある事業年度において第１種優先株主または第１種

優先登録株式質権者に対して行う期末配当の額が第１

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌

事業年度以降に累積しない。 
当会社は、期末配当において、第１種優先株主また

は第１種優先登録株式質権者に対し、第１種優先配当

金を超えて配当は行わない。 
（第１種優先配当金の除斥期間） 

８ 第４６条の規定は、第１種優先配当金の支払いにつ

いて、これを準用する。 
 

（第１種優先株式） 

第13条  当会社の発行する第１種優先株式の内容は、次の

とおりとする。 
（剰余金の配当） 

１ 当会社は、第４２条に定める毎年３月３１日を基準

日とする剰余金の配当（以下本章において「期末配当」

という。）を行うときは、第１種優先株式を有する株主

（以下「第１種優先株主」という。）または第１種優先

株式の登録株式質権者（以下「第１種優先登録株式質

権者」という。）に対し、普通株式を有する株主（以下

「普通株主」という。）または普通株式の登録株式質権

者（以下「普通登録株式質権者」という。）に先立ち、

第１種優先株式１株につき、年４０円を上限として、

当該第１種優先株式発行に際し取締役会の決議で定め

る額の剰余金の配当（以下「第１種優先配当金」とい

う。）を行う。 
ある事業年度において第１種優先株主または第１種

優先登録株式質権者に対して行う期末配当の額が第１

種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌

事業年度以降に累積しない。 
当会社は、期末配当において、第１種優先株主また

は第１種優先登録株式質権者に対し、第１種優先配当

金を超えて配当は行わない。 
（第１種優先配当金の除斥期間） 

８ 第４３条の規定は、第１種優先配当金の支払いにつ

いて、これを準用する。 
 

（第３種優先株式） 

第15条  当会社の発行する第３種優先株式の内容は、第１

３条第１号ないし第３号、同第５号ないし同第８号

および第１４条第２号の規定を準用する。 
 

 

（削る） 

 

（第４種優先株式） 

第16条 （記載省略） 
 

（第４種優先株式） 

第15条 （現行どおり） 
 

（第５種優先株式） 

第17条  当会社の発行する第５種優先株式の内容は、次の

とおりとする。 
（準用条文） 

１ 第１３条第１号ないし第３号、同第５号、同第６号

および同第８号ならびに第１４条第２号の規定は、第

５種優先株式にこれを準用する。 
（第５種優先株式の取得条項） 

２ 当会社は、前項において準用する第１３条第６号に

定める取得を請求し得べき期間中に取得請求のなかっ

た第５種優先株式を、同期間の末日の翌日（以下「取

得条件成就日」という。）以降に開催される取締役会で

定める日をもって取得することができ、この場合、当

会社は、当該第５種優先株主に対し、当該第５種優先

株式を取得するのと引換えに第５種優先株式１株の払

込金相当額を取得条件成就日に先立つ４５取引日目に

始まる３０取引日の株式会社東京証券取引所における

当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示

を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。その計算

は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。）で除して得られる数の普通株式を交付

する。ただし、この場合当該平均値が、第５種優先株

式発行に際して取締役会の決議で定める金額を下回る

ときは、第５種優先株式１株の払込金相当額を当該取

締役会の決議で定める金額で除して得られる数の普通

株式を交付する。 
なお、上記の普通株式数の算出に当って１株に満た

ない端数が生じたときには、会社法第２３４条に従い

これを取り扱う。 
 
 
 
 

 

（削る） 
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現行定款 変更案 
（第６種優先株式） 

第18条  当会社の発行する第６種優先株式の内容は、第１

３条第１号ないし第３号、同第５号、同第６号およ

び同第８号、第１４条第２号ならびに第１７条第２

号の規定を準用する。 
 

 

（削る） 

 

（優先順位） 

第19条 （記載省略） 
 

（優先順位） 

第16条 （現行どおり） 
 

（招  集） 

第20条 （記載省略） 
 

（招  集） 

第17条 （現行どおり） 
 

（定時株主総会の基準日） 

第21条 （記載省略） 
 

（定時株主総会の基準日） 

第18条 （現行どおり） 
 

（議  長） 

第22条 （記載省略） 
 

（議  長） 

第19条 （現行どおり） 
 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）

第23条 （記載省略） 
 

（株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供）

第20条 （現行どおり） 
 

（議決権の代理行使） 

第24条 （記載省略） 
 

（議決権の代理行使） 

第21条 （現行どおり） 
 

（決議方法） 

第25条 （記載省略） 
 

（決議方法） 

第22条 （現行どおり） 
 

（種類株主総会） 

第26条  第２２条ないし第２４条の規定は、種類株主総会

にこれを準用する。 
２．（記載省略） 

 

（種類株主総会） 

第23条  第１９条ないし第２１条の規定は、種類株主総会

にこれを準用する。 
２．（現行どおり） 

 

（取締役の員数） 

第27条 （記載省略） 
 

（取締役の員数） 

第24条 （現行どおり） 
 

（取締役の選任） 

第28条 （記載省略） 
 

（取締役の選任） 

第25条 （現行どおり） 
 

（取締役の任期） 

第29条 （記載省略） 
 

（取締役の任期） 

第26条 （現行どおり） 
 

（取締役の報酬等） 

第30条 （記載省略） 
 

（取締役の報酬等） 

第27条 （現行どおり） 
 

（取締役会の招集権者および議長） 

第31条 （記載省略） 
 

（取締役会の招集権者および議長） 

第28条 （現行どおり） 
 

（取締役会の招集） 

第32条 （記載省略） 
 

（取締役会の招集） 

第29条 （現行どおり） 
 

（取締役会の決議） 

第33条 （記載省略） 
 

（取締役会の決議） 

第30条 （現行どおり） 
 

（取締役の責任免除） 

第34条 （記載省略） 
 

（取締役の責任免除） 

第31条 （現行どおり） 
 

（員 数 等） 

第35条 （記載省略） 
 

（員 数 等） 

第32条 （現行どおり） 
 

（選  任） 

第36条 （記載省略） 
 

（選  任） 

第33条 （現行どおり） 
 

（員  数） 

第37条 （記載省略） 
 

（員  数） 

第34条 （現行どおり） 
 

（選  任） 

第38条 （記載省略） 
 

（選  任） 

第35条 （現行どおり） 
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現行定款 変更案 
（任  期） 

第39条 （記載省略） 
 

（任  期） 

第36条 （現行どおり） 
 

（代表執行役および役付執行役） 

第40条 （記載省略） 
 

（代表執行役および役付執行役） 

第37条 （現行どおり） 
 

（執行役の報酬等） 

第41条 （記載省略） 
 

（執行役の報酬等） 

第38条 （現行どおり） 
 

（執行役の責任免除） 

第42条 （記載省略） 
 

（執行役の責任免除） 

第39条 （現行どおり） 
 

（事業年度） 

第43条 （記載省略） 
 

（事業年度） 

第40条 （現行どおり） 
 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第44条 （記載省略） 
 

（剰余金の配当等の決定機関） 

第41条 （現行どおり） 
 

（剰余金の配当の基準日） 

第45条 （記載省略） 
 

（剰余金の配当の基準日） 

第42条 （現行どおり） 
 

（除斥期間） 

第46条 （記載省略） 
 

（除斥期間） 

第43条 （現行どおり） 
 

 

 

以 上 


